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５　昇給、降号
· 概　要
(1) 昇給とは、現に受けている号給を上位の号給に上げることであり、毎年１月１日に昇給日以前１年間におけるその者の人事評価結果と当該昇給日直前の９月３０日以前１年間におけるその者の勤務成績に応じて予算の範囲内で行われる。
(2) 昇給させる場合は、直近の人事評価結果により以下の昇給区分に応じた号給数とする。
	昇給区分
	Ａ
（最上位）
	Ｂ
（上　位）
	Ｃ
（標　準）
	Ｄ
（下　位）
	Ｅ
（最下位）

	昇　給
号給数
	管理職層
	８
	６
	３
	２
	０

	
	管理職層以外
	
	
	４
	
	

	
	昇給抑制年齢
職員
	２
	１
	０
	０
	０

	職　員
割　合
	管理職層
	５%以内
	２０％以内
	
	
	

	
	管理職層以外
	５%以内
	２０％以内
	
	
	


　　※　管理職層とは次に該当するものをいう。
・行政職７級以上の職員のうち２種区分以上の給料の特別調整額を受給する職員
・教育職４級、小中教育職４級及び高校教育職４級の職員のうち期末勤勉手当における職務段階加算率が100分の20とされる職員
※　昇給抑制年齢職員とは、管理職層であるか否かを問わず、５５歳（技能労務職にあっては５７歳）に達した日以後、最初の３月３１日を超えて在職する職員を言う。
※　管理職層以外とは管理職層及び昇給抑制年齢職員以外の職員を言う。
※　職員割合は、「管理職層以外」又は「管理職層」の区分ごとの「総職員数（昇給可能な職員に限る。）」における割合をいう。

※ 「昇給抑制年齢職員」の職員割合は、職位に応じて「管理職層以外」又は「管理職層」に区分される。
(3) 職員の昇給は、その属する職務の級における最高の号給を超えて行うことができない。
(4) 人事委員会の定める事由によって、9月30日以前１年間の６分の１以上２分の１未満の日数以上の日数を勤務していない職員は上記「Ｄ（下位）」、2分の１以上の日数を勤務していない職員は上記「Ｅ（最下位）」に決定することになる。

(5) 評価終了日以前１年間に懲戒処分を受けた場合は、処分の内容により「Ｄ（下位）」や「Ｅ（最下位）」が適用される。
(6) 新たに職員となった者の最初の昇給の号給数については、新たに職員となった日から昇給日の前日までの期間の月数を１２月で除した数を該当する昇給区分の昇給号給数に乗じて得た数に相当する号給とする。
(7) 降号とは、現に受けている号給を下位の号給に下げることをいい、降号した日の前日に受けていた号給より２号給下位の号給とする。
· 関係法令
給与条例
（初任給及び昇給等の基準）
第4条 新たに給料表の適用を受ける職員となった者の号給は、人事委員会規則で定める初任給の基準に従い　　　　　　　決定する。
２　職員が一の職務の級から他の職務の級に移つた場合又は一の職から同じ職務の級の初任給の基準を異にする他の職に移つた場合における号給は、人事委員会規則の定めるところにより決定する。
３　職員の昇給は、人事委員会規則で定める日に、同日前において人事委員会規則で定める日以前１年間におけるその者の勤務成績に応じて、行うものとする。
この場合において、同日の翌日から昇給を行う日の前日までの間に当該職員が法第２９条の規定による懲戒処分を受けたことその他これに準ずるものとして人事委員会規則で定める事由に該当したときは、これらの事由を併せて考慮するものとする。
４　前項の規定により職員(次項に規定する職員を除く。以下この項において同じ。)を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、前項前段に規定する期間の全部を良好な成績で勤務し、かつ、同項後段の規定の適用を受けない職員の昇給の号給数を４号給(行政職給料表の適用を受ける職員のうちその職務の級が７級以上の職員で人事委員会規則で定めるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員のうちこれに相当する職員として当該給料表につき人事委員会規則で定める職員にあっては、３号給)とすることを標準として人事委員会で定める基準に従い決定するものとする。
５　５５歳(人事委員会規則で定める職員にあっては、５６歳以上の年齢で人事委員会規則で定めるもの)に達した日以後の最初の３月３１日を超えて在職する職員に関する第３項の規定による昇給は、同項前段に規定する期間におけるその者の勤務成績が特に良好であり、かつ、同項後段の規定の適用を受けない場合に限り行うものとし、昇給させる場合の昇給の号給数は、勤務成績に応じて人事委員会規則で定める基準に従い決定するものとする。
６　職員の昇給は、その属する職務の級における最高の号給を超えて行うことができない。
７　職員の昇給は、予算の範囲内で行わなければならない。
８　第３項から前項までに規定するもののほか、職員の昇給に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。
９　前各項の規定にかかわらず、法第２８条の４条１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員(以下「再任用職員」という。)の給料月額は、その者に適用される給料表の再任用職員の欄に掲げる給料月額のうち、その者の属する職務の級に応じた額とする。
初任給規則
（昇給日及び評価終了日）　
第35条の２　条例第４条第３項の規定により昇給を行う同項の人事委員会規則で定める日は、第４０条又は第４１条に定めるものを除き、毎年１月１日(以下「昇給日」という。)とし、昇給日前における同項の人事委員会規則で定める日は、地方公務員法(昭和２５年法律２６１号。以下「法」という。)第２３条の２第２項の規定に基づき、昇給日前１年間における各任命権者が定める人事評価の終了日(以下「評価終了日」という。)とする。
　（評価終了日の翌日から昇給日の前日までの間において併せて考慮する事由）
第35条の３　条例第４条第３項の人事委員会規則で定める事由は、懲戒処分を受けることが相当とされる行為をしたことその他人事委員会が定める事由とする。
（行政職給料表の７級以上の職員で人事委員会規則で定める職員及びこれに相当する職員）
第36条　条例第４条第４項の人事委員会規則で定めるもの及びこれに相当する職員として当該給料表につき人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員のうち人事委員会の定める職員とする。
一　行政職給料表の適用を受ける職員のうち、その職務の級が７級以上の職員
二　公安職給料表の適用を受ける職員のうち、その職務の級が８級以上の職員
三　教育職給料表の適用を受ける職員のうち、その職務の級が４級の職員
四　研究職給料表の適用を受ける職員のうち、その職務の級が５級の職員
五　医療職給料表(一)の適用を受ける職員のうち、その職務の級が４級の職員
六　医療職給料表(二)の適用を受ける職員のうち、その職務の級が７級の職員
七　医療職給料表(三)の適用を受ける職員のうち、その職務の級が７級の職員
（昇給区分及び昇給の号給数）
第38条　評価終了日以前における直近の能力評価及び直近の連続した二回の業績評価の結果又は直近の総合評価(教育長が別に定める評価方法による最終的な評価をいう。)の結果(以下この条において「昇給評語」という。)がある職員の勤務成績に応じて決定される昇給の区分(以下「昇給区分」という。)は、当該職員が次の各号に掲げる職員のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定める昇給区分に決定するものとする。この場合において、第１号ア若しくはイ又は第３号ア若しくはイに掲げる職員に該当するか否かの判断は、人事委員会の定めるところにより行うものとする。
　一　昇給評語が上位の段階である職員又は人事委員会の定める者のうち勤務成績が特に良好である職員　次に掲げる職員のいずれに該当するかに応じ、次に定める昇給区分
　　ア　勤務成績が極めて良好である職員　Ａ
　　イ　アに掲げる職員以外の職員　Ｂ
　二　前号及び次号に掲げる職員以外の職員　Ｃ
　三　昇給評語のいずれかが下位の段階である職員のうち、勤務成績が良好でない職員、評価終了日以前一年間において懲戒処分を受けた職員及び第３５条の３に規定する事由に該当した職員並びに条例第４条第３項後段の適用を受けることとなつた職員　次に掲げる職員のいずれに該当するかに応じ、次に定める昇給区分
　　ア　勤務成績がやや良好でない職員　Ｄ
　　イ　勤務成績が良好でない職員　Ｅ
２　前項の場合において、同項第３号に掲げる職員について、その者の勤務成績を総合的に判断した場合に同号に定める昇給区分に決定することが著しく不適当である認められるときは、同号の規定にかかわらず、人事委員会の定めるところにより、同号アに掲げる職員にあつてはＣの昇給区分に、同号イに掲げる職員にあつてはＣ又はＤの昇給区分に決定することができる。
３　職員が国際機関又は民間企業に派遣されていたこと等の事情により、昇給評語の全部又は一部がない場合には、第１項の規定にかかわらず、人事委員会の定めるところにより、同項に定める昇給区分のいずれかに決定するものとする。
４　次の各号に掲げる職員の昇給区分は、前３項の規定にかかわらず、当該各号に定める昇給区分に決定するものとする。
　一　人事委員会の定める事由によつて９月３０日以前１年間(当該期間の中途において新たに職員となつた者にあつては、新たに職員となつた日から当該期間の末日までの期間。次号において「基準期間」という。)
の６分の１に相当する期間の日数以上の日数を勤務していない職員(第１項第３号イに掲げる職員に該当する職員及び次号に掲げる職員を除く。)　Ｄ
　二　人事委員会の定める事由によつて基準期間の２分の１に相当する期間の日数以上の日数を勤務していない職員　Ｅ
５　前項の規定により昇給区分を決定することとなる職員について、その者の勤務成績を総合的に判断した場合に当該昇給区分に決定することが著しく不適当であると認められるときは、同項の規定にかかわらず、あらかじめ人事委員会と協議して、当該昇給区分より上位の昇給区分(Ａ及びＢの昇給区分を除く。)に決定することができる。
６　各任命権者において、前各項の規定により昇給区分を決定する職員の総数に占めるＡ又はＢの昇給区分に決定する職員の数の割合は、これらの昇給区分に決定すべき職員が少数である場合その他の人事委員会の定める場合を除き、人事委員会の定める割合におおむね合致していなければならない。
７　条例第４条第３項の規定による昇給の号給数は、昇給区分に応じて昇給号給数表（別表第３０）に定める号給数とする。
８　前年の昇給日後に、新たに職員となつた者又は第２４条第３項、第２８条若しくは第４３条の規定により号給を決定された者の昇給の号給数は、前項の規定にかかわらず、これらの規定による号給数に相当する数(評価終了日の翌日から昇給日の前日までの間に新たに職員となつた者又は当該号給を決定された者にあつては、人事委員会の定める数)に、その者の新たに職員となつた日又は当該号給を決定された日から昇給日の前日までの期間の月数(１月未満の端数があるときは、これを１月とする。)を１２月で除した数を乗じて得た数(１未満の端数があるときは、これを切り捨てた数)に相当する号給数(人事委員会の定める職員にあつては、前各項の規定を適用したものとした場合に得られる号給数を超えない範囲内で人事委員会の定める号給数)とする。
９　前２項の規定による号給数が零となる職員は、昇給しない。
10　第７項又は第８項の規定による昇給の号給数が、昇給日にその者が属する職員の級の最高の号給の号数から当該昇給日の前日にその者が受けていた号給(当該昇給日において職務の級を異にする異動又は第２６条に規定する異動をした職員にあつては、当該異動後の号給)の号給を減じて得た数に相当する号給数を超えることとなる職員の号給数は、第７項又は第８項の規定にかかわらず、当該相当する号給数とする。
11　一の昇給日において第１項又は第３項の規定により昇給区分をＡ又はＢに決定する職員の昇給の号給数の合計は、各任命権者の職員の数、第６項の人事委員会の定める割合等を考慮して各任命権者ごとに人事委員会の定める号給数を超えてはならない。
（昇給号数の抑制に係る年齢の特例）
第39条　条例第４条第５項の人事委員会規則で定める職員は、医療職給料表(一)の適用を受ける職員とし、同項の人事委員会規則で定める年齢は、５７歳とする。
（研修、表彰等による昇給）
第40条　勤務成績が良好である職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、人事委員会の定めるところにより、当該各号に定める日に条例第４条第３項の規定による昇給をさせることができる。
一　研修に参加し、その成績が特に良好な場合　成績が認定された日から同日の属する月の翌月の初日までの日
二　業務成績の向上、能率増進、発明考案等により職務上特に功績があつたことにより、又は辺地若しくは特殊の施設において極めて困難な勤務条件の下で職務に献身精励し、公務のため顕著な功労があつたことにより表彰又は顕彰を受けた場合　表彰又は顕彰を受けた日から同日の属する月の翌月の初日までの日
三　職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた結果退職する場合　退職の日
（特別の場合の昇給）
第41条　勤務成績が良好である職員が生命をとして職務を遂行し、そのために危篤となり、又は著しい障害の状態となつた場合その他特に必要があると認められる場合には、あらかじめ人事委員会の承認を得て、人事委員会の定める日に、条例第４条第３項の規定による昇給をさせることができる。
（最高号給を受ける職員についての適用除外）
第42条　第３５条の２から前条までの規定は、職務の級の最高の号給を受ける職員には、適用しない。

（降号）

第42条の２　職員を降号させる場合におけるその者の号給は、降号した日の前日に受けていた号給より２号給下位の号給（当該受けていた号給が職員の属する職務の級の最低の号給の直近上位の号給である場合にあつては、当該最低の号給）とする。
（上位資格の取得等の場合の号給の決定）
第43条　職員が新たに職員となつたものとした場合に現に受ける号給より上位の号給を初任給としてうけるべき資格を取得した場合（第２４条第３項又は第２８条の規定の適用を受ける場合を除く。）又は人事委員会が定めるこれに準ずる場合に該当するときは、その者の号給を人事委員会の定めるところにより上位の号給に決定することができる。
職員の給料等の決定の基準に関する規則　
（採用後の最初の昇給の特例）
第５条　初任給規則第１３条第１項の人事委員会の定める者のうち同項の規定を適用した場合において同項の規定による調整の対象とならなかつた月数（以下「残余月数」という。）がある者については、その者の採用になった日から当該採用直後の昇給日（初任給規則第３５条の２に規定する昇給日をいう。以下同じ。）の前日までの期間の月数に残余月数を加えて得た月数を初任給規則第３８条第８項のその者の新たに職員となつた日又は当該号給を決定された日から昇給日の前日までの期間の月数とみなして同項の規定を適用するものとする。
（昇給の内申手続）
第６条　すべて昇給は、教育長の内申に基づいて行うものとする。
２　昇給の内申は、別に定めるところにより行うものとする。
市町村立学校給与条例

(初任給及び昇給等の基準)

第５条　新たに給料表の適用を受ける学校職員となつた者の号給は、人事委員会規則で定める初任給の基準に従
い決定する。

２　学校職員が一の職務の級から他の職務の級に移つた場合又は一の職から同じ職務の級の初任給の基準を異に

する他の職に移つた場合における号給は、人事委員会規則の定めるところにより決定する。

３　学校職員の昇給は、人事委員会規則で定める日に、同日前において人事委員会規則で定める日以前１年間におけるその者の勤務成績に応じて、行うものとする。
この場合において、同日の翌日から昇給を行う日の前日までの間に当該学校職員が地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２９条の規定による懲戒処分を受けたことその他これに準ずるものとして人事委員会規則で定める事由に該当したときは、これらの事由を併せて考慮するものとする。
４　前項の規定により学校職員（次項に規定する学校職員を除く。以下この項において同じ。）を昇給させるか否

か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、前項前段に規定する期間の全部を良好な成績で勤務し、かつ、同項後段の適用を受けない学校職員の昇給の号給数を４号給(人事委員会規則で定める学校職員にあつては、３号給)とすることを標準として人事委員会規則で定める基準に従い決定するものとする。

５　５５歳に達した日以後の最初の３月３１日を超えて在職する学校職員に関する第３項の規定による昇給は、

同項前段に規定する期間におけるその者の勤務成績が特に良好であり、かつ、同項後段の規定の適用を受けない場合に限り行うものとし、昇給させる場合の昇給の号給数は、勤務成績に応じて人事委員会規則で定める基準に従い決定するものとする。
６　学校職員の昇給は、その属する職務の級における最高の号給を超えて行うことができない。

７　学校職員の昇給は、予算の範囲内で行わなければならない。

８　第３項から前項までに規定するもののほか、学校職員の昇給に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

９　前各項の規定にかかわらず、法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された学校職員(以下「再任用学校職員」という。)の給料月額は、その者に適用される給料表の再任用学校職員の欄に掲げる給料月額のうち、その者の属する職務の級に応じた額とする。

市町村立学校職員の給料等の決定の基準に関する規則
（趣旨）
第1条 この規則は、市町村立学校職員の初任給、昇格及び昇給等の基準に関する規則（昭和３６年福島県人　　　事委員会規則第１０号）第７条の規定に基づき、市町村立学校職員の給料等の決定の基準を定めるものとする。
　(給料等の決定の基準)

第2条 市町村立学校職員の給料等の決定の基準については、職員の給料等の決定の基準に関する規則（昭和３３年福島県教育委員会規則第１０号）別表の２の１の(8)中「、看護師」を「看護師」と、「除く。）」を「除く。）、栄養教諭  については市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条に規定する学校栄養職員として勤務した期間及び栄養士の免許取得後栄養士として勤務した期間」と読み替えて同規則の例によるほか、県立学校職員の例による。
　　（昇給の内申手続）
第3条 すべて昇給は、内申者の内申に基づいて行うものとする。
２　前項の内申者及び内申範囲は、別表のとおりとする。
３　昇給の内申は、別に定めるところにより行うものとする。
別表（第３条関係）

[image: image1.emf]内　　申　　者 内　　　　申　　　　範　　　　囲

市町村教育委員会

市町村立の中学校、小学校、特別支援学校及び共同調理

場の県費負担の職員


2-05-2
2-05-1

_1411305180.xls
Sheet1

		内　　申　　者 ウチサルシャ		内　　　　申　　　　範　　　　囲 ウチサルハンカコイ

		市町村教育委員会 シチョウソンキョウイクイインカイ		市町村立の中学校、小学校、特別支援学校及び共同調理場の県費負担の職員 シチョウソンリツチュウガッコウショウガッコウトクベツシエンガッコウオヨキョウドウチョウリバケンピフタンショクイン






